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高次脳機能障害支援
モデル事業開始ＷＨＯ総会ＩＣＦ採択

Ｈ20

Ｈ15

障害者基本法改定

モデル事業終了

障害者自立支援法施行 支援普及事業開始

障害者施策推進本部
新5か年計画開始

Ｈ11

Ｈ25

障害者基本法改定

障害者総合福祉法制定

全都道府県に支援
拠点機関設置完了



重点施策実施５か年計画（平成20～24年度）
平成１９年１２月２５日障害者施策推進本部決定

６６６６ 保健保健保健保健・・・・医療医療医療医療

○○○○高次脳機能障害高次脳機能障害高次脳機能障害高次脳機能障害のののの支援拠点機関支援拠点機関支援拠点機関支援拠点機関のののの設置等設置等設置等設置等

ア 高次脳機能障害への支援を行うための支援拠点機関を、

全都道府県に設置する。

イ 国立専門機関等において、高次脳機能障害のための認

知リハビリテーション技法の確立や評価尺度の開発を推進

するとともに、高次脳機能障害者に対する都道府県単位

の支援ネットワークに対する専門的な支援を行い、その支

援技術の普及を図る。

（（（（数値目標数値目標数値目標数値目標・・・・達成期間達成期間達成期間達成期間））））○○○○高次脳機能障害支援拠点高次脳機能障害支援拠点高次脳機能障害支援拠点高次脳機能障害支援拠点

18181818都道府県都道府県都道府県都道府県〔〔〔〔18181818年度末年度末年度末年度末〕〕〕〕→→→→全都道府県全都道府県全都道府県全都道府県〔〔〔〔24242424年度年度年度年度〕〕〕〕

高次脳機能障害支援プロセス

ー連続したケアー

障害支援プロセスのモデル
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重度

軽度

医療医療医療医療 社会適応訓練社会適応訓練社会適応訓練社会適応訓練 職能訓練職能訓練職能訓練職能訓練 職業訓練職業訓練職業訓練職業訓練 就業支援就業支援就業支援就業支援

生活訓練生活訓練生活訓練生活訓練

施設入所施設入所施設入所施設入所

在宅介護在宅介護在宅介護在宅介護

在宅生活在宅生活在宅生活在宅生活

福祉就労福祉就労福祉就労福祉就労

就職就職就職就職・・・・就学就学就学就学

復職復職復職復職・・・・復学復学復学復学

相談・家族支援・環境調整・マネジメント

自立訓練 就労移行支援

利
用
者



都道府県ごとの機関ネットワークと

人的ネットワークの構築

支援拠点機関
支援コーディネーター

急性期病院 回復期病院
就労移行支援

施設

居宅介護支援

事業所

デイケア

精神病院

精神障害者

生活訓練施設

就労継続支援

施設

身体障害者

福祉工場

職業安定所

障害者職業

センター

会社

老人保健施設

訪問看護

福祉ホーム

都道府県

指定都市

市町村

支援拠点機関支援拠点機関支援拠点機関支援拠点機関

支援支援支援支援コーディネーターコーディネーターコーディネーターコーディネーター

（白山）

平成22年度支援拠点機関相談件数（のべ人数）

北海道 1,260 富山 493 岡山 925

岩手 214 福井 2,585 広島 2,267

宮城 674 山梨 259 山口 1,442

秋田 116 長野 330 徳島 229

山形 249 岐阜 204 香川 415

福島 162 静岡 2,469 愛媛 121

茨城 79 愛知 2,049 福岡 1,049

栃木 132 三重 1,360 佐賀 543

群馬 93 滋賀 1,214 長崎 174

埼玉 778 大阪 2,346 大分 808

千葉 2,375 奈良 1,384 宮崎 358

東京 644 和歌山 727 鹿児島 105

神奈川 1,824 鳥取 506 沖縄 838

新潟 390 島根 5,489 合計 39,679



平成23年度支援拠点機関相談件数（のべ人数）

北海道 2,403 東京 878 滋賀 2,075 香川 373

青森 202 神奈川 3,121 京都 379 愛媛 228

岩手 220 新潟 1,474 大阪 4,401 高知 134

宮城 404 富山 866 兵庫 2,572 福岡 1,531

秋田 54 石川 954 奈良 2,182 佐賀 455

山形 508 福井 3,246 和歌山 828 長崎 272

福島 292 山梨 154 鳥取 780 熊本 868

茨城 102 長野 961 島根 3,628 大分 1,142

栃木 324 岐阜 267 岡山 981 宮崎 154

群馬 255 静岡 6,402 広島 3,029 鹿児島 243

埼玉 1,755 愛知 2,787 山口 584 沖縄 781

千葉 7,198 三重 2,155 徳島 169 合計 64,771

発症1年後の帰結：

・ 発症1年後の帰結は、復職と一般就労あわせて23％、学生を含めると31％、

さらに家事を含めると41％であった。

・ 地域生活支援の推進には、医療・福祉・労働等の緊密な連携がさらに必要

と考えられる。

対象者のプロフィール：
・ 対象者数： 120名 （男性98名 女性22名）
・ 平均年齢： 42歳



就労・就学支援実績

支援有支援有支援有支援有りりりり 支援無支援無支援無支援無しししし

支援支援支援支援

内容内容内容内容

就業支援就業支援就業支援就業支援 21.7％％％％ 4.9％％％％

就学支援就学支援就学支援就学支援 18.1％％％％ 3.5％％％％

参考資料
モデル事業実績
（Ｈ13-17）

一般就労一般就労一般就労一般就労・・・・就学就学就学就学 福祉的就労福祉的就労福祉的就労福祉的就労 福祉施設福祉施設福祉施設福祉施設 在宅等在宅等在宅等在宅等

三重県身障三重県身障三重県身障三重県身障

センターセンターセンターセンター
Ｎ＝Ｎ＝Ｎ＝Ｎ＝219

平成平成平成平成13年年年年4月月月月～～～～

平成平成平成平成23年年年年12月月月月

73737373名名名名（（（（33.333.333.333.3％）％）％）％） 49494949名名名名（（（（22.422.422.422.4％）％）％）％） 35353535名名名名（（（（16.016.016.016.0％）％）％）％） 62626262名名名名（（（（28.328.328.328.3％）％）％）％）

新規就労新規就労新規就労新規就労 25252525名名名名

復職復職復職復職 43434343名名名名

新規就学新規就学新規就学新規就学 3333名名名名

復学復学復学復学 2222名名名名

身障授産身障授産身障授産身障授産 29292929名名名名

精神障害授産精神障害授産精神障害授産精神障害授産

7777名名名名

小規模作業所小規模作業所小規模作業所小規模作業所

13131313名名名名

身障身障身障身障デイサービスデイサービスデイサービスデイサービス

23232323名名名名

療護施設療護施設療護施設療護施設 12121212名名名名

就労待機就労待機就労待機就労待機、、、、再訓再訓再訓再訓

練予定練予定練予定練予定をををを含含含含むむむむ

国立障害者国立障害者国立障害者国立障害者

リハセンターリハセンターリハセンターリハセンター
Ｎ＝Ｎ＝Ｎ＝Ｎ＝186

平成平成平成平成18年年年年10月月月月～～～～

平成平成平成平成23年年年年9月月月月

91919191名名名名（（（（48.948.948.948.9％）％）％）％） 36363636名名名名（（（（19.419.419.419.4％）％）％）％） 1111名名名名（（（（0.50.50.50.5％）％）％）％） 58585858名名名名（（（（31.131.131.131.1％）％）％）％）

就職就職就職就職 75757575名名名名

復職復職復職復職 16161616名名名名

家庭復帰等家庭復帰等家庭復帰等家庭復帰等就労継続就労継続就労継続就労継続ＡＡＡＡ 7777名名名名

就労継続就労継続就労継続就労継続ＢＢＢＢ 27272727名名名名

就労移行支援施設就労移行支援施設就労移行支援施設就労移行支援施設

2222名名名名

精神障害者社会精神障害者社会精神障害者社会精神障害者社会

適応訓練施設適応訓練施設適応訓練施設適応訓練施設

1111名名名名

制度があっても利用できる

サービスがない！

子供にとって社会復帰は

学校へ戻ることである！

残された課題と解決



高次脳機能障害支援プロセスのモデル
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医療医療医療医療 社会適応訓練社会適応訓練社会適応訓練社会適応訓練 職能訓練職能訓練職能訓練職能訓練 職業訓練職業訓練職業訓練職業訓練 就業支援就業支援就業支援就業支援

生活訓練生活訓練生活訓練生活訓練

施設入所施設入所施設入所施設入所

在宅介護在宅介護在宅介護在宅介護

在宅生活在宅生活在宅生活在宅生活

福祉就労福祉就労福祉就労福祉就労

就職就職就職就職・・・・就学就学就学就学

相談・家族支援・環境調整・マネジメント

自立訓練 就労移行支援
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用
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重点事項

支援の南北格差と人口に比例するニーズ

６２％

３８％

拠点機関

支援依頼の

支援依頼の
人口比率

約４４％

約５６％
倉敷市

岡山市

※市町村は平成18年12月現在

県人口 195万人
就労継続Ｂ型

就労継続Ａ型



平成23年10月 近郊施設調査結果

自立支援法通所･入所施設､旧法通所･入所施設を対

象にした高次脳機能障害者の今後の受入れに関する

調査

全 99施設

可能可能可能可能

8888

困難困難困難困難

49494949
応応応応

相談相談相談相談

42424242

国立障害者リハビリテーションセンター
医療相談室 飯塚真理

平成23年10月 近郊施設調査結果

受入可・応相談施設の対象障害種別分類

内部内部内部内部

1111
視覚視覚視覚視覚

肢体肢体肢体肢体

9999

知的知的知的知的

22222222

複数複数複数複数

障害障害障害障害

 5 5 5 5

高次脳高次脳高次脳高次脳

以外以外以外以外

精神精神精神精神

 12 12 12 12

高次脳機能障害のみを

主な障害として受け入れて
いる施設はない

知的障害知的障害知的障害知的障害を主としている

施設が一番多い



平成23年10月 近郊施設調査結果

受入可能施設の意見

・本人の状態（環境に適応できるか）による
・精神の手帳だけではなく、他の手帳も所持してほしい
・高次脳機能障害者に対応する職員加配を考えてほしい
・受け入れは可能だが、現在の空きがない

受入困難施設の理由

・高次脳機能障害に関する知識がない
・限られた職員体制の中で高次脳まで扱うのは現在は無
理
・重度の身体や知的の障害・重複障害者を多数支援しな
がら、高次脳機能障害者も同時に受けるのは安全確保
の面等でとても難しい
・実績がないので心配なため、当分は受入できない

事業展開の難しさ（鳥取：森田多賀枝）

①県全体の高次脳機能障害者が少なく、それぞれ状態・
ニーズが異なるので、事業所にまとめられない。

②今の福祉事業は営利を考えねばならない。
会員の多くが現役で働いており、生活を支えるほどの
事業展開を家族会がやっていくことは難しい。

③事務局である社会福祉法人『地域（まち）でくらす会』に

障害者生活支援センター・就労支援事業所（Ｂ型）・生活支援
事業所

介護保険でのディサービス・ショートスティ・認知症対応型事
業などがある。 現在利用者も多い。

目的目的目的目的：：：：鳥取県鳥取県鳥取県鳥取県にににに合合合合ったったったった生活支援生活支援生活支援生活支援システムシステムシステムシステムをををを作作作作ることることることること

地域の事業所を高次脳の方が利用されることによって
理解者が増え、誰でも使える事業所が継続される方がいい。



京都府高次脳機能障害支援プラン

【1】生活機能の回復の場が少ない

⇒生活訓練の場の整備

⇒生活訓練事業所の設置促進

【2】生活場面での適切な行動が定着するまでの支援

⇒訪問支援者養成の準備

【3】日々当事者「管理」に奮闘する家族の受け皿が少ない

⇒家族会への支援

支援内容

①①①①適切適切適切適切なななな評価評価評価評価、、、、診断診断診断診断

京都府立医科大学附属病院神経内科

高次脳機能障害専門外来 を紹介

⇒投薬投薬投薬投薬 生活指導生活指導生活指導生活指導 家族家族家族家族フォローフォローフォローフォロー 手帳申請手帳申請手帳申請手帳申請

②②②②生活生活生活生活リズムリズムリズムリズム作作作作りのためにりのためにりのためにりのために日中活動支援日中活動支援日中活動支援日中活動支援

障害者地域生活支援センターを紹介、対応について助言

⇒⇒⇒⇒受診同行受診同行受診同行受診同行 情報収集情報収集情報収集情報収集 当事者当事者当事者当事者とのとのとのとの定期面接定期面接定期面接定期面接

⇒⇒⇒⇒就労継続就労継続就労継続就労継続BBBB型事業所型事業所型事業所型事業所をををを紹介紹介紹介紹介（（（（週4回1時間の通所））））

⇒⇒⇒⇒ジョブコーチジョブコーチジョブコーチジョブコーチからのからのからのからの情報収集情報収集情報収集情報収集

③③③③情報情報情報情報のののの集約集約集約集約

各支援関係者との定期的な情報交換の場の設定

⇒関係機関同士関係機関同士関係機関同士関係機関同士ののののネットワークネットワークネットワークネットワーク作作作作りりりり



生活支援

日中活動支援

医学的サポート

◆ケアプラン

◆お買いもの支援（水曜
日）
◆調理支援（木曜日）
◆日常生活管理
（メールでの行動把握）
◆診察同行

◆作業内容

⇒高齢者へのお弁当用
のお手紙書き
⇒月～木 (1時間)

◆投薬治療
◆生活指導 その他

◎◎◎◎ケアマネージャーケアマネージャーケアマネージャーケアマネージャー

◎◎◎◎ヘルパーヘルパーヘルパーヘルパー（（（（週週週週2回回回回））））

◎◎◎◎家族家族家族家族（（（（兄兄兄兄、、、、義姉義姉義姉義姉））））

府立医大神経内科

障害者地域生活
支援センター
●連絡調整
●面談 等

京都府リハビリテー
ション支援センター

高次脳機能障害支援
Co

●連絡調整

●助言 等

他機関との連携

就労支援B型
事業所

都道府県ごとの機関ネットワークと

人的ネットワークの構築

支援拠点機関

急性期病院 回復期病院
身体障害者

更生施設

居宅介護支援

事業所

デイケア

精神病院

精神障害者

生活訓練施設

身体障害者

授産施設

身体障害者

福祉工場

職業安定所

障害者職業

センター

会社

老人保健施設

訪問看護

福祉ホーム

都道府県

指定都市

市町村

支援コーディネー
ター

学校



発達障害と小児の高次脳機能障害

• 発達障害支援法に基づく発達障害
自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達
障害、学習障害、注意欠陥多動性障害

• 「発達障害者支援法施行令（平成17年政令第150
号）」17文科初第16号厚生労働省発障第0401008
号平成17年4月1日
てんかんなどの中枢神経系の疾患、脳外傷や脳血
管障害の後遺症が、上記の障害を伴うものである
場合においても、法の対象とするものである。

発達障害者支援法発達障害者支援法発達障害者支援法発達障害者支援法のののの施行施行施行施行についてについてについてについて
17文科初第16号厚生労働省発障第0401008号

平成17年4月1日各都道府県知事各指定都市市長各都道府県教育委員会教育長各指定都
市教育委員会教育長各国公私立大学長各国公私立高等専門学校長殿

文部科学事務次官結城 章夫 厚生労働事務次官戸苅 利和

第2 法の概要 （1） 定義について
「発達障害」の定義については、法第2条第1項において「自閉症、アスペルガー症候群そ
の他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害その他これに類する脳機能の障

害であってその症状が通常低年齢において発現するものとして政令で定めるものをいう」と

されていること。また、法第2条第1項の政令で定める障害は、令第1条において「脳機能の
障害であってその症状が通常低年齢において発現するもののうち、言語の障害、協調運動

の障害その他厚生労働省令で定める障害」とされていること。さらに、令第1条の規則で定
める障害は、「心理的発達の障害並びに行動及び情緒の障害（自閉症、アスペルガー症候

群その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害、言語の障害及び協調運動

の障害を除く。）」とされていること。

これらの規定により想定される、法の対象となる障害は、脳機能の障害であってその症状

が通常低年齢において発現するもののうち、ICD-10（疾病及び関連保健問題の国際統計
分類）における「心理的発達の障害（F80－F89）」及び「小児＜児童＞期及び青年期に通
常発症する行動及び情緒の障害（F90-F98）」に含まれる障害であること。
なお、てんかんなどの中枢神経系の疾患、脳外傷や脳血管障害の後遺症が、上記の障

害を伴うものである場合においても、法の対象とするものである。（法第2条関係）



高次脳機能障害支援プロセスのモデル
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医療医療医療医療 社会適応訓練社会適応訓練社会適応訓練社会適応訓練 職能訓練職能訓練職能訓練職能訓練 職業訓練職業訓練職業訓練職業訓練 就業支援就業支援就業支援就業支援

生活訓練生活訓練生活訓練生活訓練

施設入所施設入所施設入所施設入所

在宅介護在宅介護在宅介護在宅介護

在宅生活在宅生活在宅生活在宅生活

福祉就労福祉就労福祉就労福祉就労

就職就職就職就職・・・・就学就学就学就学

相談・家族支援・環境調整・マネジメント

自立訓練 就労移行支援

利
用
者

重点事項

平成24年度 平成25年度 平成26年度

1.地域支援ネットワーク
構築活動の強化

2.各自治体の就労支援
体制の実態調査と問題

点の抽出

3.福祉就労レベルの高
次脳機能障害者の現

況調査開始

4.特別支援学校に在籍
する高次脳機能障害

児・生徒と支援拠点機

関との連携・協力体制

の構築及び支援の在り

方に関する検討

5.失語症患者の就労及
び福祉サービス利用の

あり方検討

1.地域支援ネットワーク
構築活動の強化継続

2.自治体ごとの就労支
援体制にある問題点の

是正

3.福祉就労レベルの高
次脳機能障害者受け

入れ施設の問題点整

理と受け入れ促進

4. 高次脳機能障害児・
生徒と支援拠点機関と

の連携・協力推進及び

教育的評価の検討

5. 失語症患者の高次
脳機能障害関連施設で

の就労支援の試行的

実施

1.地域支援ネットワーク
の活動評価

2.自治体ごとの就労支援
体制の活動評価

3.福祉就労レベルの高
次脳機能障害者の受け

入れ施設拡充の試行的

実践

4.高次脳機能障害児・生
徒の教育学的評価試行

と支援拠点機関における

就学支援の促進

5.失語症患者の高次脳
機能障害関連施設での

就労支援の試行的実施

の評価

高次脳機能障害者の社会参加支援の推進に関する研究：厚労科研費



高次脳機能障害と社会保障制度

• 高次脳機能障害診断基準（医療・福祉分野）
→精神障害者保健福祉手帳

• 労働者災害補償保険における認定基準

• 自賠責保険における高次脳機能障害認定シ
ステム

障害者自立支援法における高次脳機能障害者の

ｻｰﾋﾞｽ利用の仕組み

○障害者自立支援法においては福祉サービス利用
に関しては３障害共通に

高次脳機能障害者

精神障害として認定

障害者自立支援法に基づくｻｰﾋﾞｽ利用の決定

高次脳機能障害の特性に応じたｻｰﾋﾞｽ利用

ケアマネジメントケアマネジメントケアマネジメントケアマネジメント

のののの活用活用活用活用



精神障害者保健福祉手帳と

診断書

・手帳申請のための診断書

器質精神病→器質性精神障害

主たる障害に「高次脳機能障害」と記載可能
ＩＣＤ-10分類：Ｆ04、Ｆ06，Ｆ07から選択

・手帳がなくても医師の診断書だけで可

（厚労省社会援護局障害保健福祉部平成18年3月
22日通達：障害者自立支援法における障害福祉
サービスの支給申請に係る精神障害者であるこ
との確認について）

「高次脳機能障害」と診断書に記載できる

ようになった。



画像陰性例のまとめ

・画像陰性例は、31都道府県、36支援拠点機関で平成22年度1

年の間に54例あった。これは相談者総数3,178名の1.7％であっ

た。相談者の中に画像陰性例がなかったとする自治体が13

（41.9％）、支援拠点機関数で15（41.7％）あった。

・画像陰性例はTBIを原因とする者が多く43名（79.6％）であった。

TBIで昏睡期間が無いか、はっきりしない軽度の受傷例と、原因

の如何にかかわらず発症からの相談までの期間が極めて長い症

例が画像陰性例の主要な構成群であった。

・自治体ごとの分類では愛知、大阪で目立って多かった。



CT MRI PET SPECT 他

01 福井 50歳代 男 5月 無 有 2時間 ＴＢＩ 脳挫傷 ○ ○ 5月 4 手帳取得

02 福井 60歳代 女 4年8月 無 有 24時間未満 ＴＢＩ 脳挫傷 ○ ○ 4年8月 6 手帳取得

03 福井 60歳代 女 26年10月 無 有 24時間未満 ＴＢＩ 脳挫傷 ○ 26年10月 7 手帳非希望

04 長野Ａ 30歳代 女 記載なし 記載なし ＴＢＩ 不明 ○ ○ 手帳未取得

05 長野Ｂ 40歳代 男 19年３月 有 有 ＴＢＩ 脳挫傷 ○ ○ 19年3月 6 手帳取得

06 静岡Ａ 10歳代 男 ７月 無 有 1分 ＴＢＩ 不明 ○ ○ 7月 6 手帳不認定

07 静岡Ａ 20歳代 女 4年6月 不明 有 ＴＢＩ その他 ○ 6月 5 手帳不認定

08 静岡Ａ 30歳代 女 9年7月 不明 有 1時間 ＴＢＩ その他 ○ 9年9月 6 手帳不認定

09 静岡Ａ 20歳代 女 2年 無 有 2時間 ＴＢＩ その他 ○ 1年2月 5 手帳不認定

10 愛知 40歳代 女 35年 不明 不明 ＴＢＩ 不明 ○ 35年 5 手帳未取得

11 愛知 30歳代 男 10月 無 有 ＴＢＩ 不明 ○ ○ 1年 6 手帳取得

12 愛知 60歳代 女 8月 無 不明 ＴＢＩ 不明 ○ ○ ○ 8月 5 手帳取得

13 愛知 30歳代 男 5年 無 有 30分 ＴＢＩ 不明 ○ 5年 5 手帳未取得

14 愛知 40歳代 男 5月 不明 不明 数時間 ＴＢＩ 不明 ○ 受傷時 5 手帳取得

15 愛知 50歳代 女 5年２月 無 不明 ＴＢＩ 不明 ○ ○ 5年 5 手帳取得

16 愛知 20歳代 男 4年２月 無 不明 ＴＢＩ 不明 ○ ○ 2年6月 5 手帳未取得

17 愛知 40歳代 女 1年４月 無 不明 ＴＢＩ 不明 ○ ○ ○ 1年5月 4 手帳取得

18 愛知 10歳代 女 10月 無 有 1.5時間 ＴＢＩ 不明 ○ 11月 6 手帳未取得

19 愛知 20歳代 男 1年１月 無 不明 ＴＢＩ 不明 ○ ○ 受傷時 5 手帳未取得

20 愛知 30歳代 男 11年１月 不明 有 1か月 ＴＢＩ 不明 ○ ○ 受傷時 6 手帳取得

21 愛知 20歳代 女 3年5月 無 有 30分 ＴＢＩ 脳内出血 ○ ○ ○ 受傷時 6 手帳未取得

22 愛知 10歳代 男 6年７月 不明 有 3日 ＴＢＩ 不明 ○ ○ 6年7月 5 手帳未取得

23 愛知 60歳代 男 3月 不明 有 12時間 ＴＢＩ 不明 ○ 受傷時 4 手帳取得

24 愛知 30歳代 女 6月 無 無 ＴＢＩ 不明 ○ ○ ○ 6月 6 手帳取得

25 愛知 50歳代 女 5年２月 無 有 数時間 ＴＢＩ 不明 ○ ○ 4年1月 6 手帳取得

26 愛知 40歳代 女 1年６月 無 有 数分 ＴＢＩ 不明 ○ ○ 1年6月 5 手帳取得

27 愛知 50歳代 男 6年２月 無 有 数分 ＴＢＩ 不明 ○ ○ 受傷時 6 手帳取得

28 愛知 30歳代 男 11年11月 有 1か月 不明 ＴＢＩ ○ 11年 7 手帳未取得

29 愛知 40歳代 女 4年5月 不明 不明 ＴＢＩ ○ ○ 4年１月 5 手帳未取得

30 愛知 50歳代 男 ７月 無 無 ＴＢＩ 不明 ○ ○ 1月 7 手帳未取得

31 愛知 40歳代 女 5年７月 不明 不明 ＴＢＩ ○ ○ 5年 4 手帳取得

32 愛知 20歳代 女 5年2月 有 1日 不明 ＴＢＩ ○ ○ 5年１月 4 手帳取得

33 愛知 20歳代 男 1年4月 無 有 ＴＢＩ 不明 ○ 1年1月 5 手帳取得

34 大阪 30歳代 女 有 3か月 有 脳炎 5 ○ ○ ○ 1月 6 手帳非取得

35 大阪 70歳以上 女 4月 無 有 10分 ＴＢＩ
脳挫傷/
硬膜下出血

○ ○ ○ 0 3 手帳不認定

36 大阪 50歳代 女 7年1月 不明 不明 ＴＢＩ 脳挫傷/ＤＡＩ ○ ○ ○ 7年1月 4 手帳取得

最終帰結
原因疾患
大分類

使用した検査機器
撮像まで
の年数

障害
尺度

原因疾患
詳細

意識障害
期間

発症から
の年月

昏睡期
間有無

昏睡
期間

意識障害
期間有無

ID 機関 年齢 性別画像陰性例一覧

ＴＢＩ：

外傷性脳損傷

手帳未取得：

取る意志はある

手帳非取得：

取る意志はない

手帳不認定：

認定されなかった

23 愛知 60歳代 男 3月 不明 有 12時間 ＴＢＩ 不明 ○ 受傷時 4 手帳取得

24 愛知 30歳代 女 6月 無 無 ＴＢＩ 不明 ○ ○ ○ 6月 6 手帳取得

25 愛知 50歳代 女 5年２月 無 有 数時間 ＴＢＩ 不明 ○ ○ 4年1月 6 手帳取得

26 愛知 40歳代 女 1年６月 無 有 数分 ＴＢＩ 不明 ○ ○ 1年6月 5 手帳取得

27 愛知 50歳代 男 6年２月 無 有 数分 ＴＢＩ 不明 ○ ○ 受傷時 6 手帳取得

28 愛知 30歳代 男 11年11月 有 1か月 不明 ＴＢＩ ○ 11年 7 手帳未取得

29 愛知 40歳代 女 4年5月 不明 不明 ＴＢＩ ○ ○ 4年１月 5 手帳未取得

30 愛知 50歳代 男 ７月 無 無 ＴＢＩ 不明 ○ ○ 1月 7 手帳未取得

31 愛知 40歳代 女 5年７月 不明 不明 ＴＢＩ ○ ○ 5年 4 手帳取得

32 愛知 20歳代 女 5年2月 有 1日 不明 ＴＢＩ ○ ○ 5年１月 4 手帳取得

33 愛知 20歳代 男 1年4月 無 有 ＴＢＩ 不明 ○ 1年1月 5 手帳取得

34 大阪 30歳代 女 有 3か月 有 脳炎 5 ○ ○ ○ 1月 6 手帳非取得

35 大阪 70歳以上 女 4月 無 有 10分 ＴＢＩ
脳挫傷/

硬膜下出血
○ ○ ○ 0 3 手帳不認定

36 大阪 50歳代 女 7年1月 不明 不明 ＴＢＩ 脳挫傷/ＤＡＩ ○ ○ ○ 7年1月 4 手帳取得

37 大阪 40歳代 女 無 無 ＴＢＩ 脳挫傷 ○ ○ 4 手帳取得

38 大阪 20歳代 男 1年 有 2日 有 低酸素脳症 ○ ○ 3年8月 8 手帳取得

39 大阪 60歳代 男 13年6月 無 無 脳炎 ○ 4年6月 4 手帳未取得

40 大阪 50歳代 男 0月 有 20分 有 低酸素脳症 ○ ○ 受傷時 7 手帳取得

41 大阪 30歳代 男 0月 無 有 2.5時間 ＴＢＩ 脳挫傷 ○ 1月 7 手帳未取得

42 大阪 30歳代 男 16年2月 不明 不明 ＴＢＩ 脳挫傷 ○ 16年１月 5 手帳取得

43 大阪 30歳代 男 8月 無 有 ＴＢＩ 脳挫傷 ○ ○ 10月 4 手帳取得

44 兵庫 50歳代 男 3月 不明 不明 ＴＢＩ その他 ○ ○ ○ 3月 5 手帳不認定

45 兵庫 30歳代 男 2月 不明 有 30日 ＴＢＩ ＤＡＩ ○ 2月 5 手帳不認定

46 奈良 40歳代 男 7月 有 有 低酸素脳症 ○ 1月 4 手帳不認定

47 奈良 50歳代 男 6年2月 不明 有 その他 ○ 6年4月 6 手帳不認定

48 岡山Ａ 10歳代 女 1年4月 無 無 ＴＢＩ 不明 ○ ○ 1年6月 7 手帳不認定

49 広島 10歳未満 男 7月 不明 不明 その他 ○ 7月 6 手帳不認定

50 福岡B 50歳代 男 10年 無 有 脳炎 ○ ○ 10年 6 手帳不認定

51 福岡C 30歳代 女 4年5月 不明 不明 ＴＢＩ 硬膜下出血 ○ ○ 3年 7 手帳不認定

52 長崎 50歳代 男 31年 不明 不明 脳炎 ○ 7 手帳取得

53 大分Ａ 30歳代 男 7年7月 無 記載なし その他 ○ ○ ○ ○ 7年3月 6 手帳非取得

54 大分Ａ 50歳代 男 3年4月 無 記載なし その他 ○ ○ ○ 1年7月 5 手帳非取得

画像陰性例一覧

ＴＢＩ：

外傷性脳損傷



図図図図1111　　　　府県別人数府県別人数府県別人数府県別人数
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図図図図2222　　　　性別性別性別性別
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画像陰性例：

31都道府県の37支援拠点
機関から回答

22年度年間相談者総数
3,178名
画像陰性とする者 122名
そのうち高次脳機能障害と

診断した者 54名（1.7％）

23支援拠点機関では該当
事例なし（相談者数1,602名）

図図図図3333　　　　年齢別人数年齢別人数年齢別人数年齢別人数
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図図図図4444　　　　発症発症発症発症からからからから相談相談相談相談までのまでのまでのまでの年月年月年月年月
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図図図図5555　　　　昏睡期間昏睡期間昏睡期間昏睡期間のののの有無有無有無有無
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図図図図6666　　　　意識障害期間意識障害期間意識障害期間意識障害期間のののの有無有無有無有無
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図図図図7777　　　　原因疾患大分類原因疾患大分類原因疾患大分類原因疾患大分類
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図図図図8888　　　　発症発症発症発症からからからから撮像撮像撮像撮像までのまでのまでのまでの年月年月年月年月
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図図図図9999　　　　障害尺度障害尺度障害尺度障害尺度
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図図図図10101010　　　　手帳取得状況手帳取得状況手帳取得状況手帳取得状況
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54-13＝41症例
（全体の1.3％）


